
別紙３(③)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

（単位：円）

法人本部
特別養護老人ホーム

平安荘
山田中央保育園

国保連/介護職員処遇改善支援補助金 1,144,864 0 1,144,864 0 0 1,144,864 0

山田町/社会福祉法人等軽減市町村助成金 1,864,694 1,864,694 1,864,694

3,009,558 0 3,009,558 0 0 3,009,558 0

山田町／保育所等地域活動補助金 116,000 0 116,000 0 0 0 116,000

山田町／副食費助成 70,500 0 70,500 0 0 0 70,500

186,500 0 186,500 0 0 0 186,500

3,196,058 0 3,196,058 0 0 3,009,558 186,500

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、

　　　　　保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、

　　　　　医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、

　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用上の留意事項（課長通知）別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

　　　　　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

区分小計

合計

交付金額等合計
補助金事業に係る
利用者からの収益

区分小計

介
護
事
業

保
育
事
業

補助金事業等収益明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日

交付団体及び交付の目的 区分 交付金額
うち国庫補助金等
特別積立金積立額

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳



別紙３(④)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

１）事業区分間繰入金明細書

（単位：円）

繰入元 繰入先

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

２）拠点区分間繰入金明細書

（単位：円）

繰入元 繰入先

特別養護老人ホーム平安荘 山田中央保育園 介護保険収入 7,600,000

（注）繰入金の財源には、介護保険収入、運用収入、前期末支払資金残高等の別を記入すること。

事業運営のため

事業区分間及び拠点区分間繰入金明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7 年  3  月  31  日

事業区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等

拠点区分名
繰入金の財源（注） 金額 使用目的等



別紙３(⑤)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

１）事業区分間貸付金（借入金）明細書

（単位：円）

貸付事業区分名 借入事業区分名 金額

小計 0

小計 0

合計 0

２）拠点区分間貸付金（借入金）明細書

（単位：円）

貸付拠点区分名 借入拠点区分名 金額

特別養護老人ホーム　平安荘 法人本部 14,341,580

小計 14,341,580

合計 14,341,580

事業区分間及び拠点区分間貸付金（借入金）残高明細書

令和  7  年  3  月  31  日現在

使用目的等

短
期

短
期

長
期

長
期

使用目的等

運転資金



別紙３(⑥)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

（単位：円）

法人本部
特別養護老人ホーム

平安荘
山田中央保育園

186,683,745 1,000,000 161,649,930 24,033,815

第一号基本金 186,683,745 1,000,000 161,649,930 24,033,815

第二号基本金 0 0 0 0

第三号基本金 0 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0

当期組入額

0

0

計 0 0

当期取崩額

0

0

計 0 0

186,683,745 1,000,000 161,649,930 24,033,815

第一号基本金 186,683,745 1,000,000 161,649,930 24,033,815

第二号基本金 0 0 0 0

第三号基本金 0 0 0 0

（注）１．「区分並びに組入れ及び取崩しの事由」の欄に該当する事項がない場合には、記載を省略

　　　　する。

　　　２．①第一号基本金とは、本文11（１）に規定する基本金をいう。

　　　　　②第二号基本金とは、本文11（２）に規定する基本金をいう。

　　　　　③第三号基本金とは、本文11（３）に規定する基本金をいう。

　　　３．従前からの特例により第一号基本金・第二号基本金の内訳を示していない法人では、

　　　　合計額のみを記載するものとする。

前年度末残高

第
一
号
基
本
金

第
二
号
基
本
金

第
三
号
基
本
金

当期末残高

基本金明細書

（自）　令和  6 年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日

合計

各拠点区分ごとの内訳
区分並びに組入れ及び

取崩しの事由



(注)１．サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価償却相当額等の取崩額を記入し、特別費用の控除項目として
計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産が売却または廃棄された場合の取崩額を記入する（本文９参照）。

２．国庫補助金等特別積立金取崩額が、就労支援事業の控除項目に含まれ、法人単位事業活動計算書に表示されない額がある場合には、取崩の事由に別掲して計上し、法人単位

― 1 ―

貸借対照表と一致するように作成すること。

社会福祉法人名 社会福祉法人正受会

山田中央保育園特別養護老人ﾎｰﾑ平安
荘

国庫補助金等特別積立金明細書

（自） 令和 6年 4月 1日（至） 令和 7年 3月31日

前 期 繰 越 額 161,537,851 157,904,536 3,633,315

0 0 0 0 0 0当 期 積 立 額 合 計

サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額 6,815,703 6,155,710 659,993

特別費用の控除項目として計上する取崩額 0 0 0

当 期 取 崩 額 合 計 6,815,703 6,155,710 659,993

当 期 末 残 高 154,722,148 151,748,826 2,973,322

（単位：円）

別紙３(⑦)

各 拠 点 区 分 の 内 訳

合 計
その他の団体
からの補助金

区 分 並 び に 積 立 て
及 び 取 崩 し の 事 由

国 庫 補 助 金 地方公共団体
補助金

補 助 金 の 種 類

△

当
期
取
崩
額



（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
一致することが確認できる。

2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。
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社会福祉法人名 社会福祉法人正受会

拠点区分 特別養護老人ﾎｰﾑ平安荘

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自） 令和 6年 4月 1日 （至） 令和 7年 3月31日

基本財産（有形固定資産）

403,775,0001,150,860,365252,026,174710,172,471151,748,826440,687,894006,155,71019,836,52400157,904,536460,524,418建物

403,775,0001,150,860,365252,026,174710,172,471151,748,826440,687,894006,155,71019,836,52400157,904,536460,524,418基本財産合計

その他の固定資産（有形固定資産）

03,352,50003,352,4980200000002建物

044,749,975042,576,91602,173,059000219,9680002,393,027構築物

01,317,37001,317,3690100000001車両及び運搬具

085,594,010075,502,347010,091,6630003,137,6380281,600012,947,701器具及び備品

07,905,60007,905,60000000472,500000472,500有形リース資産

0142,919,4550130,654,730012,264,7250003,830,1060281,600015,813,231その他の固定資産（有形固定資産）計

0142,919,4550130,654,730012,264,7250003,830,1060281,600015,813,231その他の固定資産計

403,775,0001,293,779,820252,026,174840,827,201151,748,826452,952,619006,155,71023,666,6300281,600157,904,536476,337,649基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

151,748,826452,952,619006,155,71023,666,6300281,600157,904,536476,337,649差 引

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

△



（注）1.「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。
ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

  「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と
一致することが確認できる。

2.「当期増加額」には、減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

― 1 ―

社会福祉法人名 社会福祉法人正受会

拠点区分 山田中央保育園

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自） 令和 6年 4月 1日 （至） 令和 7年 3月31日

基本財産（有形固定資産）

33,333,00081,760,00030,359,67870,080,6002,973,32211,679,40000659,9931,716,140003,633,31513,395,540建物

33,333,00081,760,00030,359,67870,080,6002,973,32211,679,40000659,9931,716,140003,633,31513,395,540基本財産合計

その他の固定資産（有形固定資産）

01,313,02401,313,0170700000007建物

06,012,20504,860,50401,151,701000190,0850001,341,786構築物

09,427,39809,169,1250258,273000140,146000398,419器具及び備品

016,752,627015,342,64601,409,981000330,2310001,740,212その他の固定資産（有形固定資産）計

016,752,627015,342,64601,409,981000330,2310001,740,212その他の固定資産計

33,333,00098,512,62730,359,67885,423,2462,973,32213,089,38100659,9932,046,371003,633,31515,135,752基本財産及びその他の固定資産計

00000将来入金予定の償還補助金の額

2,973,32213,089,38100659,9932,046,371003,633,31515,135,752差 引

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(Ａ) 当期増加額(Ｂ) 当期減価償却額(Ｃ) 当期減少額(Ｄ)
(Ｅ=Ａ+Ｂ-Ｃ-Ｄ)
期末帳簿価額

減価償却累計額(Ｆ) 期末取得原価(Ｇ=Ｅ+Ｆ)
摘要

（単位：円）

別紙３(⑧)

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

うち国庫
補助金等
の額

△



別紙３(⑨)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

拠点区分　法人本部

（単位：円）

目的使用

367,333

( ) ( )

109,272

( ) ( )

( ) ( )

476,605 0

( 0 ) ( 0 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和 7  年  3  月  31  日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

賞与引当金 367,333 367,333 367,333

退職給付引当金 850,860 960,132

0

計 1,218,193 367,333 1,327,465



別紙３(⑨)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

拠点区分　特別養護老人ホーム　平安荘

（単位：円）

目的使用

9,540,306

( ) ( )

2,316,633

( ) ( )

( ) ( )

11,856,939 0

( 0 ) ( 0 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

賞与引当金 12,627,658 12,627,658 9,540,306

退職給付引当金 34,713,921 1,154,478 35,876,076

0

計 47,341,579 13,782,136 45,416,382



別紙３(⑨)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

拠点区分　山田中央保育園

（単位：円）

目的使用

1,400,730

( ) ( )

360,492

( ) ( )

( ) ( )

1,761,222 0

( 0 ) ( 0 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

引当金明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他

賞与引当金 1,595,594 1,595,594 1,400,730

退職給付引当金 2,507,803 0 2,868,295

0

計 4,103,397 1,595,594 4,269,025



別紙３(⑫)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

拠点区分　法人本部

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

0

0

計 0 0 0 0

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

退職給付引当資産 850,860 109,272 0 960,132 退職給付引当金対応

0

計 0 0 0 0

（注）

１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日



別紙３(⑫)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

拠点区分　特別養護老人ホーム　平安荘

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

人件費積立金 63,100,000 63,100,000

修繕積立金 60,115,000 60,115,000

備品等購入積立金 20,500,000 20,500,000

施設・設備整備積立金 200,765,000 200,765,000

0

計 344,480,000 0 0 344,480,000

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

人件費積立資産 63,100,000 63,100,000

修繕積立資産 60,115,000 60,115,000

備品等購入積立資産 20,500,000 20,500,000

施設・設備整備積立資産 200,765,000 200,765,000

退職給付引当資産 34,713,921 2,316,633 1,154,478 35,876,076 退職給付引当金対応

計 379,193,921 2,316,633 1,154,478 380,356,076

（注）

１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日



別紙３(⑫)

社会福祉法人名　社会福祉法人　正受会

拠点区分　山田中央保育園

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

人件費積立金 9,040,000 0 9,040,000 0

修繕積立金 3,700,000 0 0 3,700,000

備品等購入積立金 11,000,000 0 0 11,000,000

保育所施設・設備整備積立金 175,250,000 0 0 175,250,000

0

計 198,990,000 0 9,040,000 189,950,000

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

人件費積立資産 9,040,000 0 9,040,000 0

修繕積立資産 3,700,000 0 0 3,700,000

備品等購入積立資産 11,000,000 0 0 11,000,000

保育所施設・設備整備積立資産 175,250,000 0 0 175,250,000

退職給付引当資産 2,507,803 360,492 0 2,868,295 退職給付引当金対応

計 201,497,803 360,492 9,040,000 192,818,295

（注）

１．積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

２．退職給付引当金に対応して退職給付引当資産を積み立てる場合及び長期預り金に対応して長期

　預り金積立資産を積み立てる場合には摘要欄にその旨を明記すること。

積立金・積立資産明細書

（自）　令和  6  年  4  月  1  日　　（至）　令和  7  年  3  月  31  日


